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１．はじめに 

 藻場・干潟は、海域において豊かな生態系を育む機能を有するほか、水産生物

の生育にとって非常に重要な役割を有しており、水産資源の回復を図るために

はこの保全・創造を推進することが重要である。現在、水産庁においては、水産

資源の回復・増大が図られるよう、生態系全体の生産力の底上げを目指し、水産

生物の動態、生活史に対応した良好な生息環境空間を創出する「水産環境整備」

を推進しており、特に藻場・干潟は、「生態系全体の生産力の底上げ」の根底を

なすものである。 

しかしながら、高度経済成長期に急激に悪化した藻場・干潟などの沿岸環境は、

その後の汚濁負荷量の総量削減の取組などにより水質自体は改善したものの、

生物の生育環境は、必ずしも好転したとは言えない状況であり、藻場・干潟の保

全・創造といった回復に向けた手段を積極的に講ずる必要がある。 

水産庁としても水産基盤整備事業等によりハード整備を支援するほか、水産

多面的機能発揮対策事業でもソフト面の取組を支援する対策を講じているが、

依然として藻場・干潟の拡大・機能回復をめぐる課題は根強く残っている。 

本「藻場・干潟ビジョン」は、実効性のある効率的な藻場・干潟の保全・創造

対策を推進するための基本的な考え方をとりまとめたものであり、地方公共団

体等が本「藻場・干潟ビジョン」に基づいて各地域の特性を織り込んだ「各海域

の藻場・干潟ビジョン」（ハード・ソフト対策が一体となった実効性のある効率

的な藻場・干潟の保全・創造に向けた行動計画）を策定する際の基本的な指針と

なるものである。 

なお、本ビジョンは、学識経験者や行政担当者等により構成される「藻場・干

潟ビジョン検討会」の最終とりまとめを踏まえ、作成したものである。 

 

２．藻場・干潟の機能と現状 

 藻場は、海藻等が水中の二酸化炭素を吸収して酸素を供給する機能や、生物多

様性を維持する機能を有するとともに、水産生物の産卵場所や幼稚仔魚等の生

息場所や、アワビ・サザエなどの海藻を食べる水産生物や海藻表面や藻体間の餌

料生物を捕食する水産動物にとっての餌場となるなど、漁業資源の増殖に大き

な役割を果たしている。 

 また、干潟は、二枚貝等砂泥中に住む水産生物の生息の場となっており、藻場

と同様に幼稚仔魚の生息場所となっているほか、生物多様性を維持する機能や

海域の水質を浄化する機能を有しており、陸域から流入する栄養塩濃度の急激

な変動を抑える緩衝地帯としても重要な役割を果たしている。 

 このような藻場・干潟は、かつては全国の沿岸域に広く分布していたが、埋め

立て等により消失が進んだほか、近年では、海水温の上昇に伴う海藻の立ち枯れ、
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ノトイスズミ、アイゴなどの植食性動物の摂食行動の活発化と分布域の拡大等

により藻場面積が減少し、南方系魚類であるナルトビエイの来遊による二枚貝

の捕食や貧酸素水塊の発生、陸上からの砂の供給の低下や円滑な物質循環の滞

り等により、干潟における二枚貝類の生産力が低下している状況である。 

 

３．これまでの藻場・干潟の保全・創造対策 

（１）公共事業による整備 

  公共事業による藻場整備は、主として、海藻の遊走子や幼胚（いずれも母藻

から放出される海藻の増殖の基礎となるもの）の着定する基質が乏しい海域

における石材やコンクリートブロック等の設置や海草の生育に必要な光量が

不足する海域における砂地造成による嵩上げ等により行われ、干潟整備は、主

として、二枚貝等の浮遊幼生の着底促進や生息環境の改善のため、良質な砂を

投入することにより行われる。 

  このような藻場・干潟の整備は、昭和 51 年度より開始された沿岸漁場整備

開発計画に基づき公共事業として本格的に整備が進められてきた。平成 14 年

度に開始した漁港漁場整備長期計画においては、計画期間内における藻場・干

潟の整備事業量が定量的に定められるとともに、平成 19 年度からは海藻の着

定基質の設置や浅場造成とあわせて母藻の播種・移植や食害生物対策等が実

施できる「磯焼け対策緊急整備事業」が創設され、より確実性の高い藻場・干

潟整備が行われている。 

  これまで、ほぼ全国的に藻場・干潟の整備が行われており、平成 26 年度ま

でに 2 万 5 千 ha を越える整備が行われている。 

 

（２）ソフト対策による藻場・干潟の保全対策 

  藻場・干潟の維持管理等の沿岸域の環境・生態系を守るための取組が、水産

動植物の生育環境の改善や水産資源の回復に資するとともに、水質の改善や

生物多様性の保全を通じて幅広く国民全体に恩恵をもたらすものであること

を踏まえ、漁業者や地域住民が行う藻場・干潟等の維持・回復に資する保全活

動を支援する「環境・生態系保全対策事業」が平成 21 年度より開始された。

その後、環境生態系を含む、水産業・漁村が持つ多面的機能の発揮を支援する

ため、「水産多面的機能発揮対策事業」として平成 25 年度より開始された。

水産多面的機能発揮対策事業等により藻場・干潟の保全活動を行う活動組織

は年々増加しており、平成 27 年度においては、500 を越える活動組織が約 3.5

万 ha の藻場・干潟の保全活動を行っている。 

 

（３）技術開発と知見の普及 
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  磯焼け発生機構の解明やその対策についての研究が長年にわたって取り組

まれてきたが、必ずしも現場において適用されていなかったことから、平成

19 年、漁業者自らが主体となって藻場の回復を計画・実行できる具体的な対

応策を系統的にまとめた「磯焼け対策ガイドライン」を策定し、その普及を図

るとともに、平成 27 年、植食性魚類の生態に関する知見や駆除技術等をさら

に充実させた「改訂版 磯焼け対策ガイドライン」を策定している。さらに、

各地で取り組まれた磯焼け対策に関する知見を共有するため、毎年「磯焼け対

策全国協議会」が開催されている。 

  また、干潟についても、実用的な生産力改善手法をとりまとめた「干潟生産

力改善のためのガイドライン」を平成 20 年に策定するとともに、アサリの調

査研究事例に関する知見を共有するための「アサリ研究会」が毎年開催されて

いる。 

 

４．実効性のある効率的な藻場・干潟の保全・創造に向けた基本的考え方 

 近年、気候変動に伴う海水温上昇の影響等により海藻類の繁茂状況や藻場構

成種、食害生物の分布状況などが大きく変わっているが、多くの都道府県におい

ては、漁業者等からの情報により局所的な海域の状況は把握しつつも、海域全体

としての状況までは詳細に把握されていない。 

 また、水産基盤整備事業等によるハード整備や水産多面的機能発揮対策事業

等によるソフト対策は全国的に実施されているものの、海藻草類の胞子・種子等

の生殖細胞や二枚貝の浮遊幼生等が広域的に海域を移動するという動態を考慮

して対策を実施した事例は少ない。 

今後、以下の考え方に基づき、気候変動等の影響による海域環境の変化に柔軟

に対応した実効性のある藻場・干潟の保全・創造対策を推進していく。 

（１）的確な衰退原因の把握 

  海藻草類の生育を制限する要因として、植食性動物による捕食、浮泥の堆積、

光量不足等があげられ、干潟の生産力の低下要因として、陸上からの砂の供給

の低下や円滑な物質循環の滞り、貧酸素水塊の影響、ナルトビエイなどの食害

生物の来遊などが一般的に列挙されるが、個別の海域ごとにその要因は様々

である。そのため、昨今の海水温上昇等の影響により、衰退原因が変化する可

能性があることを念頭に置きつつ、必要に応じて漁業者等の協力を得ながら

現地調査を行い、個別の海域ごとに的確に要因を把握・予測し、その要因に合

致した対策を講じる。その際、局所的な調査の実施や要因把握に留まらず、水

産多面的機能発揮対策事業等による藻場・干潟の保全活動等から得られる情

報や知見も活用しつつ、広域的な海域環境の把握に努める。 
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（２）ハード・ソフト施策が一体となった広域的対策の実施 

  海藻草類の胞子・種子等の生殖細胞や干潟域に生息するアサリ等の二枚貝

類の浮遊幼生は潮流によって広域に移動する。そのため、局所的な視点からの

対策実施に留まらず、海域を広域的に俯瞰し、最新の調査結果に基づいて実効

性のある効率的な藻場・干潟の保全・創造に向けたハード・ソフト施策を一体

的に組み合わせた計画を策定し、対策を推進する。その際、コンクリートブロ

ック等の設置による海藻類の着定基質の設置や、良質な砂の投入等によるハ

ード対策は、局所的ではあるが海藻草類の胞子・種子等の生殖細胞や二枚貝類

の浮遊幼生が着定できる場所を新たに創造することができ持続的な効果の発

揮が期待できる点、食害生物の除去や海藻草類の播種・移植といったソフト対

策は、広い面積をカバーできるが人的労力が大きくなる点を十分に踏まえて

計画を策定する必要がある。 

  また、水産生物の生活史に対応した漁場整備を行う海域において、産卵親魚

や幼稚仔魚が多く生息する箇所が判明している場合には、その場所での対策

を優先的に行う。 

  加えて、ハード対策による藻場・干潟の造成後は、効果が継続的に発揮する

よう、定期的な調査による現況把握を行うとともに、ウニの密度管理やアイゴ

等の植食性動物の除去等の食害生物対策、耕うんや客土等の実施による維持

管理を継続的かつ着実に行う。 

  また、対策を実施した後は、海藻草類や二枚貝類の生育には数ヶ月から数年

の期間を要することを踏まえて、一定の期間、藻場密度や二枚貝類生息密度測

定等のモニタリングを行うことが重要であり、PDCA サイクルを通じて実効性

のある効率的な対策となるよう、それに向けた実施体制を構築し、着実に成果

を残す。 

 

（３）新たな知見の積極的導入 

  藻場・干潟の衰退要因の把握方法やそれに対する対応策をとりまとめた「磯

焼け対策ガイドライン」や「干潟生産力改善のためのガイドライン」を引き続

き全国に普及する必要がある。また、海底からの湧昇などにより冷海水が局所

的に供給される海域においては、植食性魚類による藻場の食害が少なく、海藻

類の生長や生残が比較的良好で、藻場造成に適していると考えられるといっ

た知見や、民間企業や研究機関等が開発した海藻類の生長促進に資する技術、

干潟におけるアサリ着底を促進する基質など、より効率的・効果的に藻場・干

潟の保全・創造を図る手段として、新たな知見や技術を積極的に導入する。 

 

（４）対策の実施に当たっての留意事項 
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  地方公共団体が中心となって、海域を広域的にとらえた実効性のある効率

的な藻場・干潟の保全・創造に向けたハード・ソフトが一体となった計画の作

成及び実施体制の構築を行う。その際、漁業者、地域住民、企業などの多様な

主体の参画を得ることが重要である点や、地域の漁業者等が自主的かつ持続

的に藻場・干潟の保全を行うことができる体制を構築することが重要である

点、藻場・干潟の保全には、漁業者の役割が不可欠であり、漁業者が安心して

漁業を営むことができるような取組が引き続き必要である点に留意する。ま

た、関係都道府県が複数に及ぶ場合は国が適切に関与して、円滑な調整を図る

必要がある。 

地域の実情に応じ、関係者等と調整しながら、河川・ダムに堆積した土砂を

干潟材料として活用することの可能性について検討するべきである。また、二

枚貝類等の生息環境の着実な改善を図るため、潮汐や波浪等による土砂の移

動状況を考慮しつつ、干潟の保全・創造対策の適地選定を行うことも重要であ

る。さらに、生物の生息に大きな影響を及ぼす貧酸素水塊の発生原因を究明し、

その対策を講ずることが海域環境の改善に大きく寄与することを踏まえ、必

要に応じ、海水交換の促進等による貧酸素水塊の発生抑制対策についても検

討する。また、海藻類や干潟生物の生育環境に必要な物質の供給の低下が懸念

される海域においては、その原因を究明するとともに、必要な対策を検討する

ことも重要である。 

対策実施後は、藻場面積、干潟機能の回復事例などの効果発現状況をわかり

やすい形で広く発信し、全国的な情報共有を図り、他の地域での取組に反映さ

せるとともに、藻場・干潟の保全活動に関する国民への理解促進を図る。 

 

５．各海域における対策の推進に当たって 

 上記の基本的考え方を踏まえた計画策定、対策実施、モニタリング、計画の見

直し・改善といった実効性のある効率的な藻場・干潟の保全・創造対策を推進す

る概略の流れは、図-1 のとおりである。対策の推進に当たっては、図-１のフロ

ーを参照しつつ、各海域の特徴や、各地域の事情に応じた形で PDCA サイクルを

構築し、的確かつ柔軟に運用する必要がある。 
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⑤複数の実施候補地の選定(P15) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

着定基質の設置や浅場造成、覆砂整
備等のハード対策とその効果を促
進させる対策の検討 
（効果促進対策の例） 
・母藻の播種・移植 
・食害生物侵入防止フェンス設置   
等 
 

実施海域の詳細調査、実施設計 実施体制の確立 

（１）各海域に関する情報収集と衰退要因及び海域環境の把握（P7） 

⑥実施候補地ごとの対策規模・工法、保全手法、優先順位等の選定(P15) 

 

（４）モニタリング、維持管理及び取組成果の発信(P16) 

 

対策の実施 

必要に応じて複数のメニューを実施 

（藻場の保全） 

・食害生物除去 

・岩盤清掃 等 

（干潟の保全） 

・稚貝の移植 
・保護区域の保全 等 

各海域の藻場・干潟ビジョンの策定 

施工 

②海域の範囲の設定(P12) 

藻場・干潟の衰退要因及び海域環境の把握 

③対策実施対象種の設定(P13) 

対策実施後の継続的なモニタリング及び適切な維持管
理の実施。対策実施成果の全国への発信。 

④長期的な目標の設定(P14)  

 

図-1 実効性のある効率的な藻場・干潟の保全・創造対策の推進に向けたフロー 

（５）計画の見直し・改善(P16) 

 必要に応じて、計画の見直し・改善 

①検討・実施体制の構築（P12) 

① 藻場の分布状況や藻場の消長（P7） 

② 水深分布（P8） 

③ 底質分布（P8） 

④ 海水温（P9） 

⑤ 流況及び波浪（P10） 

⑥ 食害生物の分布状況（P11） 

⑦ 水産生物の産卵親魚や幼稚仔魚の生息状況、二枚貝類の浮遊幼生等の移動状況（P11）  

等に関する情報収集 

（２）各海域の藻場・干潟ビジョンの策定（P12） 

ハード対策 ソフト対策 

一
体
的
実
施 

（３）ハード・ソフトが一体となった対策の実施 (P15) 

 

・他地域への取組への反映 
・国民の理解促進 
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（１）各海域に関する情報収集と衰退要因及び海域環境の把握 

  広域的な藻場・干潟の保全・創造対策を検討するため、対象とする海域全域

について、現状の藻場の分布状況、過去からの藻場の衰退状況、水深、底質、

水温、流況、食害生物の分布状況、水産生物の産卵親魚や幼稚仔魚の生息状況、

二枚貝類の浮遊幼生等の移動状況等に関する知見を収集する。このほか、海域

環境の特性を考慮し、必要に応じて窒素、リン、クロロフィル a、溶存酸素等

を把握する。その際、海域で生じている衰退要因を予測しつつ、試験研究機関

や既存の文献等から情報を収集するとともに、水産多面的機能発揮対策事業

の活動組織や海域環境の実態をよく把握している漁業者等からも聞き取りを

行う。また、過去に藻場礁の設置や干潟造成等を実施している箇所においては、

現在の機能発揮状況を確認し、計画時の機能発揮が確認されない場合におい

ては、その要因を究明することにより、衰退要因を特定することができる。さ

らに、海域環境の実態を把握するには長期間にわたる調査が必要であること、

今後予測されている気候変動に伴う海水温上昇による海域環境の変化に的確

に対応する観点から、対策立案時のみならず、対策実施後もデータの収集・積

み重ねを継続して行う。また、海藻草類の胞子・種子や二枚貝の浮遊幼生等は、

湾・灘レベルで広域的に移動するため、複数の都道府県が連携して調査を実施

することが望ましい場合は、国が適切に関与しつつ、広域的な観点からの調査

を実施する。 

 

① 藻場の分布状況や藻場の消長 

   藻場の回復や藻場面積の拡大を図るためには、その衰退要因を把握する

ことが必要である。そのため、現状の藻場の繁茂している範囲、被度、種類、

季節的消長や過去からの衰退状況等を把握することが重要である。これら

の情報の把握には、既往の知見や水産多面的機能発揮対策事業の活動組織

や地元漁業者等からの聞き取りのほか、衛星画像等を用いて広域的に藻場

の分布状況・消長を把握する手法（図－2）等がある。 
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図―2 衛星画像を用いた藻場分布、水深分布、藻場の消長状況の把握（国東

半島周辺の例）（平成 24 年度日本沿岸域藻場再生モニタリング調査） 

 

② 水深分布 

    藻場は、概ね 20m 以浅の浅海域に分布している。また、アサリ等の二

枚貝類も主として干潟域に多く生息していることから、水深分布は対策

実施箇所を選定する上で重要な情報となる。これらの情報は、既存の文献

等により概略を把握することが可能であり、詳細な水深分布を必要とす

る場合には、現地調査により把握する。 

 

③ 底質分布 

アラメ、カジメ、ガラモ等の遊走子や幼胚等は、その着定に岩礁等の基

質を必要とし、アマモの育成や干潟における二枚貝類の成育には砂質地

盤を必要とする。このため、藻場や干潟の機能回復を図る海域の底質状況

を把握することは極めて重要である。この底質分布については、既存の文

献や海上保安庁が提供する底質分布状況（図―3、4）、地元漁業者等への

聞き取り等によりおおよその底質分布を広域的に把握することができる

ほか、詳細な沿岸域の底質分布を必要とする場合には、現地調査により把

握する。 

藻場分布（平成 20～23 年） 

藻場分布（平成 2～3 年） 

(第 4 回自然環境保全基礎調査) 
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図―3 表層堆積物分布の把握（瀬戸内海の例）（日本全国沿岸海洋誌） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

背景図：海上保安庁，国土地理院承認番号平 24 情使、第 916 号，(C)Esri japan 

図―4 底質分布状況の把握（国東半島周辺の例）（海洋台帳（海上保安庁

HP）をもとに水産庁作成） 

 

④ 海水温 

昨今では、高温水塊が継続して藻場に滞留することによる海藻の立ち

枯れが報告されるなど、海藻類の播種・移植等を行う種の選定を行う際に

は対策実施海域の海水温分布を把握することに加え、夏季の高水温の持
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続期間を把握することが重要である。また、海藻類の種ごとに生育に適す

る水温帯に上限と下限がある（後述）ことから、広域的な海水温分布の把

握に当たっては、海上保安庁が提供する海象状況や水産総合研究センタ

ー、都道府県の試験研究機関が提供する情報を活用し、夏季及び冬季にお

ける海水温分布状況を把握する（図―5）。さらに、高水温の持続期間など

の詳細な海水温データが必要な場合には、現地調査により把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2015 年 2 月 7 日）     （2015 年 8 月 7 日） 

図-5 海水温分布の把握（国東半島周辺の例）（海象情報（海上保安庁 HP）を

もとに水産庁作成） 

 

⑤ 流況及び波浪 

    アマモ類の種子やガラモ類の胞子は、潮流に乗って母藻が生息する範

囲を大きく離れて移動する。また、二枚貝の浮遊幼生も潮流により、湾・

灘レベルで大きく移動する。海藻草類の胞子・種子、二枚貝の浮遊幼生の

移動形態を把握した上で藻場・干潟の保全・創造対策の実施箇所を選定す

ることは極めて重要であり、そのためにも、対策実施海域における流況を

把握することが重要である。湾・灘レベルの潮流については、各都道府県

の試験研究機関等の調査結果の活用や、既存の文献等による情報収集を

行うほか、より精緻な情報が必要な場合等はシミュレーションの実施や

現地調査等により把握する（図―6）。また、地先海面の潮流については、

地元漁業者等からの聞き取りや必要に応じてシミュレーションの実施、

現地調査により把握することが可能である。 

    また、アマモ場や干潟を新たに造成する場合、アマモの種子や二枚貝類

の浮遊幼生、砂等の基質が波浪により流出しないよう配慮する必要があ

る。そのため、地元漁業者等からの聞き取りや必要に応じてシミュレーシ

ョンの実施、現地調査により、波あたり等の波浪状況を確認する。 
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大潮上げ潮最強時の潮流方向と流速        表層の恒流模式図 

図―6 潮流・恒流の把握（伊予灘の例）（日本全国沿岸海洋誌） 

 

⑥ 食害生物の分布状況 

  藻場の衰退や干潟機能低下の大きな要因の一つとして、アイゴ、イスズ

ミ、ガンガゼ等の海藻類を食す生物や、ナルトビエイ、ツメタガイ等の干

潟に生息する二枚貝類を食す生物によるものが挙げられ、食害生物の種

類や分布する場所、頻度を把握することは、対策を検討する上で非常に重

要である。食害生物の分布状況等に関しては、地元の試験研究機関が有す

る情報を入手するほか、地元漁業者等からの聞き取りにより把握するこ

とが可能である。 

 

⑦ 水産生物の産卵親魚や幼稚仔魚の生息状況、二枚貝類の浮遊幼生等の

移動状況 

    藻場・干潟の保全・創造対策を実施する箇所の優先順位の決定等の参考

とするため、海域の中で水産生物の幼稚仔魚が多く集まる箇所や産卵場

所となっている箇所（図―7）、また、二枚貝類の浮遊幼生等の移動ルート

等に関する情報を収集する。収集に当たっては、水産環境整備マスタープ

ラン策定時の知見の活用や地元漁業者等からの聞き取りによるほか、各

都道府県の試験研究機関等が有する情報が活用可能である。 
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国東半島付近のマダイ産卵場 

 

 

 

 

 

図―7 水産生物の生活史の把握（伊予灘におけるマダイの例） 

 

（２）各海域の藻場・干潟ビジョンの策定 

  対象とする海域における藻場・干潟の衰退要因や海域環境の情報を基に、海

域全体のハード・ソフト対策が一体となった実効性のある効率的な藻場・干潟

の保全・創造に向けた行動計画（各海域の藻場・干潟ビジョン）を策定する。 

 

 ① 対策・実施体制の構築 

   藻場・干潟の保全・創造対策を推進する実施主体・関係者は、地方公共団

体、研究機関、漁協、活動組織、地域住民、企業等多岐にわたる。 

   そのため、広域的視点を持った対策を推進するためには、対策実施の空白

域を作らないよう、対策実施関係者等の参集範囲を適切に設定するととも

に、全ての関係者が対策実施の必要性・意義等の問題意識を共有した上で実

効性のある効率的な対策を実施するため、各海域の藻場・干潟ビジョン策定

段階から、対策実施関係者等から構成される協議会を組織する等により、情

報共有を図り、対策の立案等の検討に参画することが望まれる。 

   また、複数の都道府県に跨がる海域を対象とする場合、国が適切に関与し

て円滑な調整を図り、関係都道府県の連携により対策を実施する必要があ

る。 

 

② 藻場・干潟の保全・創造対策を検討・実施する海域の範囲の設定 

   海藻草類の生殖細胞（胞子・種子等）や二枚貝類の浮遊幼生が移動する範

囲を基本としつつ、この範囲の中での藻場・干潟の保全・創造対策を検討す

る。その際、海藻草類の母藻から放出される生殖細胞は潮流等に乗って移動

し着定すること、また、二枚貝類の母貝から放出される浮遊幼生も潮流に乗

って湾・灘レベルで移動し一定期間後に着底することに留意して海域の範

囲を設定する必要がある。 
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 ③ 対策実施対象種の設定 

   対策を実施する海藻類の種類を決定する。海域等の状況によっては、単一

の種を選定するのではなく、当該海域の環境に適した種を複数選定するこ

とも、あわせて検討する。また、昨今の気候変動による水温上昇により、高

水温環境下では生息できない種があることから、対策実施対象種の選定に

当たっては、特に海藻類の生育海域における適水温（図―8）や培養実験に

よる生育上限水温（図―9）など温度耐性について留意する。 

   干潟については、対策を実施する海域において生息している二枚貝類の

種類を中心に対象種を選定する。 

 

 
須藤(1992)に基づいて水産庁において作図 

■:水温範囲、●:最高水温･最低水温の中央値 
注：水温範囲は夏季水温範囲の最高値と冬季水温範囲の最低値の範囲を示す。 
 

図―8 海藻草類の種類別適水温域 
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出典： 

※１：馬場将輔：新潟県産ホンダワラ類 5 種の成長と生残に及ぼす温度の影響．海生研研報，第 19 号，53-61，2014 

※２：原口展子, 村瀬昇, 水上譲, 野田幹雄, 吉田吾郎, 寺脇利信: 山口県沿岸のホンダワラ類の生育適温と上限温度. 藻類, 53, 7-13, 2005. 

※３：Murase, N., Haraguchi, H., Mizukami, Y., Noda, M., Yoshida, G., Terawaki, T.: Upper critical temperatures for growth of marine macrophytes 

in the coastal waters of Yamaguchi prefecture, Japan. Program&Abstracts, XIXth International Seaweed Symposium, 175, 2007. 

※４：Morita, T., Kurashima, A., Megawa, M.: Temperature requirements for the growth and maturation of gametophytes of Undaria pinnatifida 

and U. undarioides (Laminariales, Phaeophyceae). Phycol. Res., 51, 154-160, 2003. 

※５：Morita, T., Kurashima, A., Maegawa, M.: Temperature requirements for the growth of young sporophytes of Undaria pinnatifida and Undaria 

undαrioides (Laminariales, Phaeophyceae). Phycol. Res. 51, 266-270, 2003. 

※６：馬場将輔:  室内培養によるアラメ配偶体と幼胞子体の生育に及ぼす温度と光量の影響．海生研研報, 第 13 号, 75-82, 2010. 

※７：村瀬昇, 阿部真比古, 野田幹雄, 杉浦義正: 山口県沿岸のヒジキの生育適温と生育上限温度. 水産大学校研究報告, 63, 238-243, 

2015. 

図－9 室内培養による海藻類の生育上限水温 

 

 ④ 長期的な目標の設定 

   水産資源の回復、生産力の向上を目指し、対策の実施範囲や海藻類の種類、

二枚貝類等の種類を考慮しつつ、藻場・干潟の保全・創造をするための長期

的な目標を設定する。具体的な目標の設定方法は、対策を実施する範囲、対

象とする種等によって異なるものの、例えば、減少した藻場の回復度合や二

枚貝類の漁獲量の回復度合等が考えられる。 
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 ⑤ 藻場・干潟の保全・創造対策を実施する複数の実施候補地の選定 

   前項（１）で収集した情報を元にして、藻場・干潟の保全・創造対策を実

施する候補地を複数選定する。選定に当たっては、藻場の分布状況、底質分

布、水産生物の産卵親魚や幼稚仔魚が蝟集する場所、二枚貝類の浮遊幼生の

移動ルート等を図示し、複数都府県に跨がる湾など対象とする海域を広域

的に捉え直し、保全・創造対策を実施する箇所の選定につなげることが望ま

しい。 

 

 ⑥ 実施候補地ごとの対策規模・工法、保全手法、優先順位等の選定 

   「改訂版 磯焼け対策ガイドライン」や「干潟生産力改善のためのガイド

ライン」等既存の指針等を参照にしつつ、選定した実施候補地ごとに具体的

な藻場・干潟の保全・創造対策手法・工法を決定する。ハード対策としての

藻場造成手法としては、海藻類の着定を促進するコンクリートブロック等

の基質の設置や、アマモ場を造成するための良質な砂の投入等が中心であ

り、干潟造成手法は、覆砂整備によるものが中心である。また、ソフト対策

としての藻場保全対策としては、海藻の移植や岩盤清掃、アイゴやイスズミ

等の食害生物の除去や栄養塩の添加等が、干潟保全対策としては、母貝保護

区域の保全や、稚貝の移植、ナルトビエイ等の食害生物の除去等がそれぞれ

挙げられる。具体的な手法・工法の決定に当たっては、海域環境の特徴を踏

まえた上で、上記対策手法の中から適切な手法を選定する。さらに、従来の

対策工法、対策手法より、効果的・効率的に実施できる工法・手法があれば、

積極的に導入する。また、海藻草類の胞子・種子及び二枚貝類の浮遊幼生の

潮流による移動状況等を考慮し、対策実施の効果が早期に発現するよう対

策実施の優先順位についても検討する。 

   また、貧酸素水塊が干潟生物等の生息に悪影響を及ぼすことが懸念され

る海域においては、底質改善や海水交換の促進等の対策の実施について検

討することも重要である。 

 

（３）ハード・ソフトが一体となった対策の実施 

  水産資源の回復を目指し、海域の生産力全体の底上げを図るためには、ハー

ド・ソフトが一体となり、各海域の環境特性に応じた、藻場・干潟の保全・創

造対策を推進する必要がある。 

ハード対策の実施にあたっては、調査結果等を適切に反映させつつ、個別地

区ごとに事業計画の策定・見直しを行う。その際、着定基質設置や浅場造成に

よる藻場整備、覆砂等による干潟造成等と併せて、海域への海藻類の胞子等の

供給対策としてのスポアバックの設置や食害生物対策としての防護フェンス
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等の設置が必要と認められる場合には、積極的な対策実施が必要である。特に、

二枚貝の生育に適した干潟造成材の確保については、関係者等との調整をし

ながら、河川・ダムに堆積した土砂や他の公共事業等で発生する土砂の活用の

可能性について検討する。 

  ソフト対策については、専門家（研究者）や行政担当者のサポートを得なが

ら計画的に実施するとともに、藻場・干潟が多面的な機能を有することから、

漁業者だけでなく地域住民等の参画を得ながら取り組むことが望ましい。ま

た、対策実施者が複数に及ぶことから、グループ内での情報共有を確実に図る

必要がある。また、実効性のある藻場・干潟の保全対策を実施するため、必要

に応じ、複数の対策を組み合わせて実施することが重要であることにも留意

する必要がある。 

 

（４）モニタリング、維持管理及び取組成果の発信 

  PDCA サイクルを適切に運用するため、対策実施後は、モニタリングによっ

て藻場の生育状況、干潟における二枚貝類の稚貝の育成状況等に関するデー

タを収集し、ハード・ソフト対策の成果を確認する。その際、海域環境の実態

を把握するには長期間にわたる調査が必要であることや、気候変動の影響等

により海域環境の変化が予測されている状況にかんがみ、継続的にモニタリ

ングを実施することが望ましい。また、広域的視点から対策を推進する観点か

ら、対策実施箇所に止まらず、俯瞰的に海域環境の変化を把握することが望ま

しい。藻場のモニタリング手法については、船上から目視によって確認する手

法、無人航空機（ドローン等）により藻の繁茂状況等を撮影する手法や、潜水

によって確認する手法があり、漁業者や地域住民等の協力を得つつ、対策実施

者が行う。干潟のモニタリング手法については、対策実施箇所の単位面積当た

りの二枚貝類の生息数を計測すること等が一般的であり、同様に漁業者や地

域住民等の協力を得つつ、対策実施者が行う。 

  また、モニタリングの結果、必要に応じて、食害生物の継続的な除去やアマ

モの間引き、干潟における耕耘の継続的な実施など、適切な維持管理に努める

必要がある。 

加えて、対策実施後は、藻場、干潟機能の回復事例などの効果発現状況に

ついて、磯焼け対策全国協議会の場や水産多面的機能発揮対策情報サイト等

の場を活用しつつ、わかりやすい形で広く発信し、全国的な情報共有を図り、

他の地域での取組に反映させるとともに、藻場・干潟の保全活動に関する国民

への理解促進を図る。 

 

（５）計画の見直し・改善 
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  各海域の藻場・干潟ビジョン策定の際に設定した目標とモニタリング結果

を照らし合わせ、設定した目標に達していない場合にはその要因を分析し、計

画の見直し・改善を行う必要がある。また、気候変動等による海域環境の急激

な変化や漁業情勢の変化が生じた場合においても、その変化に応じて計画の

見直し・改善を行う必要がある。その際、地方公共団体が中心となって PDCA

サイクルの着実な運用を図る。 

 

６．最後に 

 本藻場・干潟ビジョンは、実効性のある効率的な藻場・干潟の保全・創造対策

について検討を行い、その対策の実施に向けて基本となる考え方をとりまとめ

たものである。 

今後、本ビジョンに沿って、藻場・干潟の機能回復に向けた対策が、全国津々

浦々で、これまで各地域で蓄積された知見をフルに活用しつつ、また、広域的な

視点を持ちつつ、それぞれの海域環境に適合した形で議論が進められ、実際の実

施に移されていくことが重要である。 
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